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経営の最優先は人材戦略、グローバル課題は関心低く 

～持続可能な経営に向けた経営上の優先課題を調査～ 
 
新日本有限責任監査法人などが構成する EY Japan は、持続可能な経営に向けた経営上の優先課

題について、企業経営層や経営企画、IR、CSR 担当者などにアンケート調査を実施しました。 
その結果、経営者の最優先課題は「人材戦略」であり、激しく変化する経営環境に対応できる人材の

育成、労働力不足など、人材に関する課題解決が急務であることを裏付けています。一方で、社会課題

は国内志向が強く、「紛争鉱物」や「貧困」「人権」など、グローバルな課題への関心は低くなっています。 
 
この調査は、2015 年 3 月 19 日開催した「持続可能な経営セミナー ～企業価値向上と社会価値創

出を同時に実現する経営に向けて～」の申込者を対象としたアンケートによるものです。企業経営層や

経営企画、IR、CSR 担当者等の約 900 名から回答を得ています。 
  
► 価値創造を優先、後手に回る IR 
 
持続可能な経営に向けた経営上の優先課題について、経営層は人材戦略やイノベーションといった

将来の価値創造の源泉を優先課題にあげる一方、海外事業の拡大や投資家との対話、それに

CSR/ESG を意識した経営の優先度は相対的に低くなっています。 
また、スチュワードシップコードが発行されるなど、企業と投資家との間の対話促進や長期的な関係

構築に関心が高まる中、社外取締役の設置など、自社のガバナンスに対する社会の要請に対応する傾

向があります。 
 

【部門別】優先度の高い経営課題 TOP5（回答数） 
 1 2 3 4 5 

経営者(306) 人材戦略 イノベーションの創出 リスクマネジメント 
コンプライアンスの推

進 

コーポレートガバナン

スの強化 

経営企画（177) イノベーションの創出 人材戦略 海外事業の拡大 
資本効率を重視した

経営 

コーポレートガバナン

スの強化 

CSR(115) リスクマネジメント 
コンプライアンスの推

進 
イノベーションの創出 

コーポレートガバナン

スの強化 
人材戦略 

【部門別】優先度の低い経営課題 TOP5（回答数） 
 1 2 3 4 5 

経営者(306) 海外事業の拡大 投資家との対話・IR 事業再編・M&A 
CSR/ESG を意識した

経営 

資本効率を重視した

経営 

経営企画（177) 海外事業の拡大 投資家との対話・IR 事業再編・M&A イノベーションの創出 
CSR/ESG を意識した

経営 

CSR(115) 事業再編・M&A 海外事業の拡大 投資家との対話・IR 
CSR/ESG を意識した

経営 

多様性（ダイバーシテ

ィ） 

 
 
► 社会課題は国内志向 

 
社会課題については、国内志向が見られます。国内の社会課題に関心が高い一方、紛争鉱物や貧

困、人権など、グローバルな課題に関しては、相対的に遠い問題としてとらえられています。 
一方、経営者が課題ととらえている人材関係において、今後はグローバルな労働市場を視野に入れ

たダイバーシティに関する取組みの重要性が増すと考えられます。すでにダイバーシティが中位に位置

づけられており、経営者もそのことを重視し始めている様子がうかがえます。 
「人権」に対する経営者の関心は低くなっています。欧州の会計指令では人権は企業開示の一つで

あり、グローバル先進企業は人権尊重の取組みを開始しています。しかし、日本企業においては、CSR
部門がその重要性に気づき始めているものの、経営部門の認識はまだ低いようです。 
 



【部門別】優先度の高い社会課題 TOP5（回答数） 
 1 2 3 4 5 

経営者(306) 労働力の不足 教育 環境 少子高齢化 地域活性化 

経営企画（177) 環境 労働力の不足 少子高齢化 健康・衛生 教育 

CSR(115) 環境 少子高齢化 人権 健康・衛生 地域活性化 

【部門別】優先度の低い社会課題 TOP5（回答数） 
 1 2 3 4 5 

経営者(306) 紛争鉱物 貧困 食糧問題 人権 健康・衛生 

経営企画（177) 紛争鉱物 貧困 食糧問題 人権 健康・衛生 

CSR(115) 紛争鉱物 貧困 食糧問題 労働力の不足 人権 

 
► 回答者の業種分布 

 
 

► 調査概要 
 

調査実施期間 2015 年 2 月 6 日 ～ 2015 年 3 月 4 日 

調査対象者 企業経営者、取締役、執行役員、監査役、経営企画、IR、CSR、財

務等の担当役員、責任者の方々 
調査方法 セミナー申込者へオンラインアンケート 

有効回答数 923 件 

 
調査内容の詳細は、添付資料および下記 Web サイトをご覧ください。 
http://www.shinnihon.or.jp/about-us/news-releases/2015/2015-04-21.html 
 
 
EY Japan の Climate Change and Sustainability Services(CCaSS) 
EY Japan の CCaSS は、経営の長期的な価値創造、国際基準への準拠、グローバルな世論形成への

関与や法を越えたリスクへの対応という視点で、時代とともに変化するグローバル社会と企業の経営課

題を支援しています。具体的には、非財務情報の保証、気候変動や人権など CSR（企業の社会的責任）

に関するマネジメント構築、統合報告や CSV(Creating Shared Value：共通価値の創造)に関するアド

バイスなどを、グローバルな視野を取り入れながら行っています。 
http://www.shinnihon.or.jp/services/ccass/index.html 
 
 
EY Japan とは 
EY Japan は、EY の日本におけるメンバーファームの総称です。 
新日本有限責任監査法人などから構成される各法人は、独立した法人として相互に連携しながら、サービスを提供して

います。 
 

《本件に関するお問い合わせ先》 
EY Japan / 新日本有限責任監査法人  広報室 
東京都千代田区内幸町２－２－３ 日比谷国際ビル 

Tel: 03 3503 1037 / Fax: 03 3503 1041 
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